
2309旬報 

��������������������������������

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
��������������������������������

本
会
で
は
今
回
の
調
査
か
ら
、

「
オ
ン
ラ
イ
ン
調
査
シ
ス
テ
ム
」

を
導
入
し
た
。
同
シ
ス
テ
ム
に
よ

り
、
各
市
は
本
会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

上
か
ら
直
接
、
電
子
回
答
を
寄
せ

る
こ
と
が
で
き
る
。
今
回
の
調
査

で
は
、
９６
・
８
％
の
７
７
６
市
か

ら
電
子
回
答
が
寄
せ
ら
れ
た
。
書

面
回
答
は
３
・
２
％
の
２６
市
。

主
な
調
査
項
目
を
み
る
と
、
ま

ず
「
条
例
で
定
め
た
定
例
会
の
回

数
」で
は
、回
数
を
４
回
に
定
め
て

い
る
市
が
最
も
多
く
、
７
９
２
市

で
全
市
の
９８
・
８
％
を
占
め
る
。

ま
た
、
「
定
例
会
の
平
均
会
期
日

数
・
平
均
本
会
議
日
数
」
で
は
、

全
国
の
平
均
会
期
日
数
が
７６
・
２

日
、
平
均
本
会
議
日
数
が
２１
・
３

日
と
な
っ
て
い
る
�
左
表
参
照
。

次
に
「
市
長
招
集
臨
時
会
を
開

催
し
た
市
」
で
は
７７
・
４
％
の
６

２
１
市
が
開
催
し
、
平
均
開
催
回

数
は
１
・
９
回
、
平
均
会
期
日
数

は
２
・
９
日
。
一
方
、
「
議
員
請

求
臨
時
会
を
開
催
し
た
市
」
で
は

１２
・
２
％
の
９８
市
が
開
催
し
、
平

均
開
催
回
数
は
１
・
２
回
、
平
均

会
期
日
数
は
１
・
８
日
と
な
っ
て

い
る
。

「
個
人
質
問
を
開
催
し
て
い
る

市
」
で
は
９９
・
３
％
の
７
９
６
市

が
実
施
し
、
平
均
質
問
日
数
は
１０

・
３
日
、
平
均
質
問
者
数
は
５３
・

４
人
。
一
方
、
「
代
表
質
問
を
開

催
し
て
い
る
市
」
で
は
４１
・
８
％

の
３
３
５
市
が
実
施
し
、
平
均
質

問
日
数
は
３
・
１
日
、
平
均
質
問

者
数
は
１０
・
８
人
。

「
常
任
委
員
会
の
数
」で
は
、
４

委
員
会
の
設
置
を
条
例
で
定
め
て

い
る
市
が
最
も
多
く
、
４
０
７
市

で
全
市
の
５０
・
７
％
を
占
め
る
。

次
い
で
多
い
の
は
３
委
員
会
の
設

置
で
、
４０
・
０
％
の
３
２
１
市
。

「
実
際
に
開
催
し
た
特
別
委
員

会
の
数
」
で
は
、
４
委
員
会
を
開

催
し
た
市
が
最
も
多
く
、
１
５
２

市
で
全
市
の
１９
・
０
％
を
占
め

る
。
次
い
で
多
い
の
は
３
委
員
会

の
開
催
で
１８
・
８
％
の
１
５
１

市
、
２
委
員
会
も
同
数
の
１
５
１

市
と
な
っ
て
い
る
。

こ
の
ほ
か
調
査
結
果
に
は
▽
議

員
提
出
に
よ
る
議
案
別
件
数
▽
議

長
の
立
候
補
制
の
導
入
状
況
▽
議

会
改
革
の
取
り
組
み
事
例
―
―
な

ど
を
掲
載
し
て
い
る
。

（
本
会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
）

参加者募集中� 全国市議会議長会

第第２２回回「「研研究究フフォォーーララムム」」開開催催
１０月１５・１６日 熊本市で

◆日 時：平成１９年１０月１５日１３：２０開会・１６日９：００開会
◆場 所：熊本市民会館（熊本市桜町１番３号）
◆講演内容：
第１日（１５日）
�基調講演：竹中平蔵（慶応義塾大学教授）
�パネルディスカッション
テーマ：「地方行財政改革の行方」
コーディネーター：神野直彦（東京大学大学院教授）
パネリスト：林 宜嗣（関西学院大学教授）

青山彰久（読売新聞東京本社編集委員）
笠 京子（明治大学大学院教授）
牛嶋 弘（熊本市議会議長）

第２日（１６日）
�課題討議
コーディネーター：横道清孝（政策研究大学院大学教授）
課題１：「予算決算審査のあり方」
課題２：「委員会運営のあり方」

◆参加費：１人５，０００円
◆申込み：※人数制限なし 申込期限９月１４日

�ＪＴＢ九州熊本支店ＥＣセンター
（ＴＥＬ０９６―３２２―４１１４、ＦＡＸ０９６―３２５―８１０５）

◆問合せ：全国市議会議長会 法制 廣瀬（ＴＥＬ０３―３２６２―２３０３）
※開催案内は６月２０日付で、全国の市議会議長宛に送付してい
ます。

第1662号８月２５日平成19年
（2007年）

（昭和３６年１２月２０日第三種郵便物認可）

１８年 中

市市
議議
会会
活活
動動
のの
実実
態態
まま
とと
まま
るる

本会調査

会
議
・
委
員
会
の
開
催
状
況
な
ど

全定例会の平均会期・本会議日数
平 均
本会議日数

１８．７日

２１．５日

２３．０日

２２．０日

２５．４日

２５．０日

２３．５日

２２．３日

２１．３日

平 均
会期日数

６６．６日

７６．１日

８３．２日

８２．５日

８４．１日

８４．２日

９２．２日

９４．０日

７６．２日

人口段階

５万未満
（２４１市）
５～１０万
（２７７市）
１０～２０万
（１５８市）
２０～３０万
（４４市）
３０～４０万
（３０市）
４０～５０万
（２０市）
５０万以上
（１７市）
指定都市
（１５市）
全 市
（８０２市）

全
国
市
議
会
議
長
会
は
こ
の
ほ
ど
、
調
査
の
対
象
を
全
国
８
０
２

市
（
東
京
２３
特
別
区
を
含
む
）
、
対
象
期
間
を
平
成
１８
年
１
月
１
日

か
ら
１２
月
３１
日
と
し
た
「
平
成
１９
年
度
市
議
会
の
活
動
に
関
す
る
実

態
調
査
結
果
」
を
ま
と
め
た
。
▽
定
例
会
・
臨
時
会
▽
常
任
委
員
会

▽
特
別
委
員
会
―
―
な
ど
を
大
項
目
と
し
、
「
条
例
で
定
め
た
定
例

会
の
回
数
」
な
ど
５０
に
わ
た
る
小
項
目
に
つ
い
て
調
査
。
回
収
率
１

０
０
％
。
調
査
結
果
は
８
月
３１
日
付
で
全
市
に
送
付
の
予
定
。

大竹 邦実

（１） 平成１９年８月２５日 第１６６２号
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１
�
骨
太
の
方
針
２
０
０
７
決
定

政
府
は
当
面
の
財
政
運
営
に
お

け
る
目
標
と
し
て
、
２
０
１
０
年

代
初
頭
の
プ
ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン

ス
（
基
礎
的
財
政
収
支
）
黒
字
化

を
掲
げ
て
い
る
。

こ
の
目
標
を
達
成
す
る
た
め
昨

年
、
政
府
・
与
党
内
で
歳
出
・
歳

入
一
体
改
革
の
具
体
策
が
検
討
さ

れ
た
。そ
の
結
果
、歳
出
削
減
を
さ

ら
に
進
め
る
一
方
で
経
済
成
長
を

高
め
、
自
然
税
収
増
に
よ
る
増
税

幅
縮
小
と
の
結
論
に
達
し
た
。

こ
れ
を
受
け
、
昨
年
に
策
定
さ

れ
た
「
骨
太
の
方
針
２
０
０
６
」

で
は
、
今
後
５
年
間
の
歳
出
改
革

の
概
要
な
ど
が
示
さ
れ
た
。

本
年
６
月
１９
日
に
閣
議
決
定
さ

れ
た
「
骨
太
の
方
針
２
０
０
７
」

で
は
今
秋
以
降
、
消
費
税
を
含
む

税
制
改
革
の
本
格
的
な
議
論
を
行

う
と
明
記
さ
れ
た
。
歳
出
・
歳
入

に
つ
い
て
は
「
骨
太
の
方
針
２
０

０
６
」
の
方
向
性
が
堅
持
さ
れ
、

引
き
続
き
厳
し
い
歳
出
削
減
路
線

が
継
続
さ
れ
る
。

２
�
平
成
１９
年
度
地
方
財
政
計
画

景
気
の
低
迷
に
よ
り
１５
年
度
で

は
、
財
源
不
足
額
が
１７
・
４
兆
円

に
及
ん
だ
が
、
「
骨
太
の
方
針
２

０
０
６
」
に
沿
っ
て
歳
出
が
抑
制

さ
れ
た
結
果
、
１９
年
度
の
財
源
不

足
額
は
４
・
４
兆
円
に
ま
で
縮
小
。

交
付
税
に
つ
い
て
は
、
法
定
率
分

が
堅
持
さ
れ
、
地
方
一
般
財
源
総

額
は
昨
年
を
上
回
っ
て
確
保
す
る

こ
と
が
で
き
た
。

３
�
新
型
交
付
税

普
通
交
付
税
の
算
定
方
法
が
複

雑
で
わ
か
り
づ
ら
い
と
の
指
摘
を

受
け
、
算
定
方
法
の
簡
素
化
を
図

っ
た
。
７
月
末
に
決
定
さ
れ
る
１９

年
度
普
通
交
付
税
で
は
、
新
型
交

付
税
制
度
が
導
入
さ
れ
る
。

４
�
頑
張
る
地
方
応
援
プ
ロ
グ
ラ

ム
「
地
方
の
活
力
な
く
し
て
国
の

活
力
な
し
」
と
の
考
え
の
下
、
地

方
独
自
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
自
ら

考
え
、
前
向
き
に
取
り
組
む
自
治

体
に
対
し
、
交
付
税
等
の
支
援
措

置
を
講
じ
る
も
の
で
あ
る
。

一
次
募
集
で
は
、
全
体
の
６３
％

に
あ
た
る
１
１
８
１
団
体
か
ら
、

３
７
１
４
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
登
録

さ
れ
、
７
月
末
の
普
通
交
付
税
大

綱
に
反
映
さ
れ
る
。

５
�
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健

全
化
に
関
す
る
法
律

６
月
１５
日
に
「
地
方
公
共
団
体

の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法

律
」
が
成
立
し
た
。

こ
の
法
律
に
基
づ
き
、
フ
ロ
ー

の
指
標
で
あ
る
実
質
赤
字
比
率
、

連
結
実
質
赤
字
比
率
、
実
質
公
債

費
比
率
に
加
え
、
ス
ト
ッ
ク
の
指

標
で
あ
る
将
来
負
担
比
率
を
規

定
。
自
治
体
の
ほ
か
第
三
セ
ク
タ

ー
を
も
含
め
、
そ
の
団
体
の
将
来

に
対
す
る
債
務
を
把
握
可
能
と
す

る
指
標
を
用
い
、
各
団
体
の
財
政

状
況
が
判
断
さ
れ
る
。

指
標
が
一
定
水
準
を
超
え
た
場

合
、
自
主
的
な
財
政
健
全
化
の
た

め
、
「
財
政
健
全
化
計
画
」
を
議

会
の
議
決
を
経
て
策
定
。
指
標
が

悪
化
し
た
場
合
に
は
、
「
財
政
再

生
計
画
」
を
議
会
の
議
決
を
経
て

策
定
し
、
総
務
大
臣
と
の
協
議
等

を
経
る
な
ど
の
措
置
が
講
じ
ら
れ

る
。
指
標
の
詳
細
等
は
、
年
内
に

政
省
令
で
公
布
し
た
い
。

１
�
地
方
税
収
入
の
推
移

平
成
１９
年
度
の
地
方
財
政
計
画

は
、
所
得
税
か
ら
個
人
住
民
税
へ

の
税
源
移
譲
、
定
率
減
税
の
廃
止
、

景
気
回
復
に
伴
う
法
人
関
係
税
の

増
収
に
よ
り
、
地
方
税
収
を
４０
・

４
兆
円
と
見
込
ん
で
い
る
。
地
方

税
収
が
４０
兆
円
を
超
え
る
の
は
、

地
方
財
政
史
上
初
め
て
の
こ
と
で

あ
る
。

１８
年
度
決
算
見
込
額
は
約
３５
・

８
兆
円
で
、
前
年
度
決
算
額
と
比

べ
約
１
・
６
兆
円
（
４
・
７
％
）

の
増
加
。
１８
年
度
の
地
方
財
政
計

画
額
よ
り
約
９
０
０
０
億
円
の
増

加
と
な
っ
て
い
る
。

最
近
の
景
気
動
向
を
反
映
し
、

３
年
連
続
で
決
算
額
は
伸
び
、
４

年
連
続
で
当
初
見
込
ん
だ
地
方
財

政
計
画
額
を
上
回
っ
て
い
る
。

２
�
税
源
の
偏
在

１８
年
１２
月
に
発
表
さ
れ
た
与
党

の
「
平
成
１９
年
度
税
制
改
正
大

綱
」
で
は
、
法
人
二
税
を
中
心
と

し
た
自
治
体
間
の
税
源
偏
在
の
問

題
が
提
起
さ
れ
た
。
今
秋
以
降
、

本
格
的
な
議
論
を
行
い
、
消
費
税

を
含
む
税
体
系
の
抜
本
的
改
革
実

現
に
向
け
取
り
組
む
。

地
方
税
の
偏
在
を
１
人
当
た
り

の
税
収
の
最
小
値
と
最
大
値
で
比

べ
た
場
合
、
東
京
都
は
沖
縄
県
の

３
・
２
倍
。
全
国
規
模
で
も
東
京

都
に
は
、
地
方
税
収
の
１７
％
が
集

ま
っ
て
い
る
。
な
か
で
も
法
人
二

税
は
、
東
京
都
が
長
崎
県
の
６
・

５
倍
。
税
収
の
約
２５
％
が
東
京
都

に
集
ま
っ
て
い
る
。

一
方
、
地
方
消
費
税
は
東
京
都

と
沖
縄
県
の
格
差
が
２
倍
。
東
京

都
へ
の
集
中
度
は
１４
％
程
度
で
偏

在
が
少
な
く
、
地
方
法
人
二
税
の

約
半
分
に
と
ど
ま
る
。

し
た
が
っ
て
偏
在
是
正
の
手
法

と
し
て
は
、
法
人
二
税
と
地
方
消

費
税
の
比
重
を
入
れ
換
え
る
方
法

の
ほ
か
、
法
人
二
税
の
一
部
を
国

税
化
し
譲
与
税
と
し
て
地
方
へ
配

分
す
る
方
法
な
ど
が
検
討
さ
れ
て

い
る
。

し
か
し
、
ど
の
類
型
に
も
一
長

一
短
が
あ
り
、
現
時
点
で
結
論
は

出
て
い
な
い
。
今
秋
以
降
の
税
制

改
正
の
議
論
の
中
で
、
決
着
が
図

ら
れ
る
こ
と
に
な
る
だ
ろ
う
。

３
�
地
方
消
費
税

消
費
税
５
％
の
う
ち
、
１
％
分

は
地
方
消
費
税
（
国
税
と
し
て
の

消
費
税
率
は
４
％
）
だ
が
、
国
税

と
し
て
の
消
費
税
の
一
部
は
、
地

方
共
有
の
財
源
と
さ
れ
て
い
る
た

め
、
実
質
的
に
２
％
強
が
地
方
に

配
分
さ
れ
て
い
る
。
地
方
消
費
税

の
税
収
は
、
景
気
に
左
右
さ
れ
に

く
く
安
定
的
で
、
最
も
地
域
間
の

偏
在
性
が
低
い
。
年
金
、
医
療
保

険
、
福
祉
な
ど
社
会
保
障
費
の
増

大
を
見
据
え
、
地
方
消
費
税
の
比

率
を
高
め
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

４
�
ふ
る
さ
と
納
税

自
治
体
間
や
地
域
間
の
偏
在
是

正
が
目
的
で
は
な
い
。
ふ
る
さ
と

や
地
域
の
活
力
、
活
性
化
を
目
指

す
上
で
、
何
ら
か
の
貢
献
が
で
き

る
税
制
の
仕
組
み
を
考
え
よ
う
と

い
う
も
の
で
あ
る
。
現
在
、
総
務

省
の
中
に
「
ふ
る
さ
と
納
税
研
究

会
」
が
設
置
さ
れ
、
研
究
が
進
め

ら
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

（
要
約
・
地
方
財
政
委
員
会
担
当
）

７
月
中
旬
以
降
に
開
か
れ
た
本
会
の
各
委
員
会
で
の
講
演
要
旨
を

今
号
か
ら
順
次
、
掲
載
し
ま
す
。

本会

各各
委委
員員
会会
でで
のの
講講
演演
要要
旨旨
�１�

地
方
財
政
委
員
会

地
方
財
政
を
め
ぐ
る
最
近
の
動
向

総
務
省
自
治
財
政
局
財
政
課
長

佐

藤

文

俊

氏

地
方
税
制
を
め
ぐ
る
最
近
の
動
向

総
務
省
自
治
税
務
局
企
画
課
長

滝

本

純

生

氏
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牧
之
原
市（
静
岡
県
）

◆
お
茶
の
安
全
・
安

心
へ
の
取
り
組
み

第第
１１１１
章章

産産
業業
・・
観観
光光
・・
交交
流流

牧
之
原
市
は
温
暖
な
気
候
や
豊

か
な
土
壌
に
恵
ま
れ
、
古
く
か
ら

お
茶
の
栽
培
が
盛
ん
な
と
こ
ろ
で

す
。
現
在
、
煎
茶
や
茎
茶
等
に
製

茶
す
る
前
の「
荒
茶
」の
生
産
量
は

全
国
で
第
１
位
と
い
う
、
お
茶
の

一
大
生
産
地
と
な
っ
て
い
ま
す
。

近
年
、
農
産
物
に
対
し
て
の
安

全
性
確
保
が
消
費
者
か
ら
強
く
求

め
ら
れ
て
い
ま
す
。
そ
こ
で
、
牧

之
原
市
で
は
平
成
１８
年
４
月
に
静

岡
県
内
で
初
め
て
の
「
お
茶
の
安

全
・
安
心
取
り
組
み
宣
言
」
を
行

い
ま
し
た
。

こ
の
宣
言
に
は
▽
市
内
の
す
べ

て
の
製
茶
工
場
か
ら
緑
茶
原
料
安

全
誓
約
書
の
提
出
を
求
め
安
全
を

徹
底
▽
製
茶
工
場
か
ら
の
サ
ン
プ

ル
提
出
に
よ
る
残
留
農
薬
の
検
査

▽
製
造
現
場
で
の
異
物
混
入
防
止

対
策
の
強
化
や
環
境
対
策
の
整
備

の
徹
底
指
導
―
―
な
ど
の
実
施
を

掲
げ
て
い
ま
す
。

生
産
農
家
や
製
茶
工
場
で
は
こ

れ
ま
で
も
、
ト
レ
ー
サ

ビ
リ
テ
ィ
ー
の
徹
底
や

減
肥
料
・
減
農
薬
に
努

め
て
き
ま
し
た
。
市
で

は
こ
れ
ら
の
取
り
組
み

を
支
援
す
る
と
と
も

に
、
お
茶
の
生
産
農

家
、
製
茶
工
場
、
流
通

業
者
、
農
業
協
同
組

合
、
行
政
が
一
体
と
な

っ
て
、
よ
り
安
全
・
安

心
な
お
茶
づ
く
り
を
強

力
に
進
め
て
い
ま
す
。

ま
た
、
安
全
・
安
心
に
取
り
組

ん
だ
工
場
に
対
し
「
認
定
書
」
を

交
付
す
る
な
ど
、
よ
り
一
層
の
意

識
の
高
揚
を
図
っ
て
い
ま
す
。

今
年
の
一
番
茶
に
お
い
て
実
施

し
た
残
留
農
薬
検
査
で
は
、
約
２

０
０
の
製
茶
工
場
か
ら
提
出
さ
れ

た
荒
茶
サ
ン
プ
ル
に
つ
い
て
、
残

留
農
薬
が
す
べ
て
基

準
値
以
下
で
あ
る
と

確
認
さ
れ
ま
し
た
。

こ
れ
ら
の
結
果
は
市

の
広
報
紙
や
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
な
ど
で
公
表

し
て
い
ま
す
。

牧
之
原
市
内
で
作

ら
れ
た
お
茶
は
「
静

岡
牧
之
原
茶
」
と
い
う
銘
柄
で
、

ま
ろ
や
か
な
味
わ
い
が
特
徴
の
濃

い
緑
色
を
し
た
深
蒸
し
煎
茶
が
主

流
で
す
。

市
で
は
今
後
も
、
美
味
し
く

て
、
安
全
・
安
心
な
お
茶
を
全
国

に
Ｐ
Ｒ
し
て
い
く
方
針
で
す
。

（「
施
策
集
」３
５
３
ペ
ー
ジ
掲
載
）

宇
和
島
市
で
は
平
成
１２
年
度
か

ら
、
地
域
住
民
と
行
政
が
一
体
と

な
り
、
「
水
荷
浦
（
み
ず

が
う
ら
）
」
地
区
の
「
段

畑
（
だ
ん
ば
た
）
」
再
生

に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

宇
和
島
で
の
「
段
畑
」

の
歴
史
は
江
戸
時
代
初
期

に
ま
で
遡
り
ま
す
。
三
浦

半
島
に
面
し
た
宇
和
海

は
、
当
時
か
ら
漁
業
資
源

が
豊
富
な
漁
場
で
し
た
。

し
か
し
、
顕
著
な
リ
ア

ス
式
海
岸
で
あ
る
三
浦
半

島
周
辺
は
、
急
峻
な
丘
陵

斜
面
な
ど
の
地
形
に
加
え

▽
年
間
を
通
じ
小
雨
▽
地
質
が
乾

燥
性
▽
酸
性
土
壌
―
―
な
ど
の
問

題
を
抱
え
、
営
農
に
は
極
め
て
不

向
き
な
土
地
で
し
た
。

住
民
は
、
自
給
自
足
の
生
活
を

余
儀
な
く
さ
れ
て
い
た
た
め
、
漁

業
が
盛
業
で
あ
っ
て
も
山
を
切
り

拓
き
、
生
産
性
が
低
い
な
が
ら
も

「
段
畑
」
の
造
成
に
取
り
組
ま
ざ

る
を
得
ま
せ
ん
で
し
た
。

「
段
畑
」
の
幅
は
約
１
〜
２
�

の
畑
で
、
平
均
勾
配
４０
度
。
縁
辺

の
石
垣
は
概
ね
人
頭
大
の
石
に
よ

る
空
積
み
で
、
平
均
高
は
１
�
以

上
。
段
数
は
５０
段
余
を
数
え
ま

す
。
こ
の
地
で
の
畑
仕
事
は
極
め

て
重
労
働
で
、
昭
和
４０
年
代
に
入

り
真
珠
や
ハ
マ
チ
な
ど
養
殖
業
が

成
功
し
、
裕
福
な
地
区
へ
と
転
換

す
る
ま
で
続
き
ま
し
た
。

そ
の
後
、
耕
作
面
積
は
減
少
の

一
途
を
辿
り
、
現
在
で
は
「
水
荷

浦
」
地
区
の
み
で
し
か
「
段
畑
」

は
見
ら
れ
ま
せ
ん
。
そ
こ
で
同
地

区
の
「
段
畑
」
を
地
域
の
シ
ン
ボ

ル
と
し
、
開
墾
に
対
す
る
先
人
へ

の
畏
敬
の
念
を
後
世
へ
と
伝
え
残

す
た
め
、
地
元
有
志
を
構
成
員
と

す
る
「
段
畑
を
守
ろ
う
会
」
を
１２

年
度
に
結
成
。
縮
小
し
た
農
地
の

復
元
、
石
垣
の
維
持
や
管
理
を
行

う
な
ど
活
動
し
て
い
ま
す
。

活
動
の
成
果
が
実
り
、
７
年
に

は
１
・
６
�
に
ま
で
減
少
し
て
い

た
「
段
畑
」
が
、
現
在
で
は
２
・

９
�
へ
回
復
す
る
ま
で
に
至
っ
て

い
ま
す
。

ま
た
、
水
荷
浦
の
「
段
畑
」
は

本
年
５
月
１８
日
、
国
の
文
化
審
議

会
に
よ
っ
て
「
重
要
文
化
的
景

観
」
に
選
ば
れ
ま
し
た
。
こ
れ
は

「
段
畑
」
が
宇
和
海
の
風
土
と
調

和
し
、
地
域
住
民
の
生
活
と
深
く

関
わ
り
な
が
ら
維
持
さ
れ
て
き
た

点
が
、
高
く
評
価
さ
れ
た
こ
と
に

よ
る
も
の
で
す
。

今
後
も
「
段
畑
」
が
描
く
美
し

い
幾
何
学
模
様
の
再
生
に
向
け
、

官
民
一
体
と
な
っ
た
宇
和
島
市
の

活
動
は
続
き
ま
す
。

（「
施
策
集
」３
８
８
ペ
ー
ジ
掲
載
）

「
平
成
１９
年
度
版
全
国
都
市
の

特
色
あ
る
施
策
集
」
は
、
４
月
２５

日
付
で
全
国
の
議
会
事
務
局
宛
に

送
付
し
て
い
ま
す
。

購
入
は
�
ぎ
ょ
う
せ
い
へ
▽
Ａ

４
判
・
定
価
６
５
０
０
円（
税
込
）

�
０
３
―
５
３
４
９
―
６
６
６
２

平成１９年度版

全全
国国
都都
市市
のの
特特
色色
ああ
るる
施施
策策
集集

―本会編集―

〈８〉

〜
く
ら
し

ふ
れ
あ
い
ま
ち
づ
く
り
〜
か
ら
紹
介

宇
和
島
市（
愛
媛
県
）

み
ず
が
う
ら
だ
ん
ば
た

◆
水
荷
浦
段
畑
の
再
生

交付される認定証

市庁舎で行われた新茶サービス

段
畑
で
の
バ
レ
イ
シ
ョ
収
穫
の
よ
う
す

（３） 平成１９年８月２５日 第１６６２号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報



トトピピッッ
ククスス

社
会
保
険
庁
は
平
成
９
年
、
厚

生
年
金
な
ど
公
的
年
金
の
加
入
記

録
を
統
合
し
、
一
元
的
に
管
理
す

る
た
め
、
加
入
者
全
員
に
基
礎
年

金
番
号
を
割
り
当
て
る
「
基
礎
年

金
番
号
制
度
」
を
導
入
し
た
。

し
か
し
本
年
２
月
、
基
礎
年
金

番
号
の
割
り
当
て
ら
れ
て
い
な
い

記
録
が
、
５
千
万
件
以
上
残
っ
て

い
る
こ
と
が
判
明
。
記
録
を
基
礎

年
金
番
号
に
統
合
す
る
際
、
未
登

録
の
記
録
が
大
量
に
残
さ
れ
た
た

め
で
、
社
会
保
険
庁
の
ず
さ
ん
な

管
理
が
問
題
に
な
っ
て
い
る
。

こ
れ
ま
で
政
府
は
、
年
金
記
録

が
訂
正
さ
れ
年
金
が
増
額
と
な
っ

た
場
合
で
も
、
時
効
消
滅
に
よ
り

直
近
の
５
年
間
分
の
支
給
に
し
か

応
じ
て
こ
な
か
っ
た
。
し
か
し
、

「
年
金
時
効
撤
廃
特
例
法
」
が
本

年
６
月
３０
日
に
成
立
し
、
時
効
消

滅
部
分
に
ま
で
遡
及
し
て
支
給
さ

れ
る
よ
う
改
善
さ
れ
た
。

た
だ
し
時
効
撤
廃
に
よ
り
保
障

さ
れ
る
ケ
ー
ス
は
、
納
付
記
録
の

訂
正
が
行
わ
れ
た
場
合
に
限
ら

れ
、
記
録
の
訂
正
が
で
き
な
い
者

に
つ
い
て
は
対
象
と
な
ら
な
い
。

そ
こ
で
意
見
書
は
▽
納
付
記
録

の
正
確
な
入
力
・
管
理
の
た
め
の

調
査
・
訂
正
▽
全
加
入
者
へ
の
納

付
記
録
送
付
と
緊
急
点
検
―
―
な

ど
を
講
じ
る
よ
う
求
め
て
い
る
。

▼
議
長

▽
廿
日
市

登

宏
太
郎（
４
・
１７
）

▽
北
斗

小
泉
征
男（
５
・
９
）

▽
下
田

増
田

清（
５
・
１１
）

▽
留
萌

原
田
昌
男（
５
・
１５
）

▽
小
林

中
屋
敷
慶
次（
５
・
１５
）

▽
新
庄

中
川
正
和（
５
・
１８
）

▽
千
代
田

�
山
は
じ
め（
５
・
２２
）

▽
新
宿

桑
原
公
平（
５
・
２３
）

▼
副
議
長

▽
廿
日
市

当
麻
正
幸（
４
・
１７
）

▽
下
田

大
黒
孝
行（
５
・
１１
）

▽
小
林

小
畠
利
春（
５
・
１５
）

▽
新
庄

平
向
岩
雄（
５
・
１８
）

▽
千
代
田山

田
な
が
ひ
で（
５
・
２２
）

▽
新
宿

く
ま
が
い
澄
子（
５
・
２３
）

▽
松
浦

金
内
武
久（
６
・
８
）

▼
事
務
局
長

▽
新
庄

鈴
木
吉
郎（
４
・
１
）

▽
東
村
山

木
下

進（
４
・
１
）

▽
南
ア
ル
プ
ス内

田
傳
一（
４
・
１
）

▽
掛
川

奥
宮
正
敏（
４
・
１
）

▽
下
田

鈴
木
貞
雄（
４
・
１
）

▽
松
浦

平
原
章
宏（
４
・
１
）

▽
佐
世
保

浦
川
直
継（
４
・
１
）

▽
小
林

友
安
春
夫（
４
・
１
）

議会 全
国
市
議
会
議
長
会
は
こ
の
ほ
ど
、
各
市
議
会
か
ら
任
意
に
送
ら
れ
た
意
見
書
・
決
議
の
写
し
を
も
と

に
、
６
月
定
例
会
を
中
心
に
議
決
し
た
意
見
書
・
決
議
の
状
況
を
ま
と
め
た
。
そ
れ
に
よ
る
と
（
下
）
で

は
、
社
会
保
険
庁
の
ず
さ
ん
な
年
金
記
録
管
理
に
つ
い
て
「
年
金
問
題
の
早
期
解
決
」
を
求
め
る
も
の
が

今
回
、
最
多
と
な
っ
て
い
る
。

意見書・決議の議決状況（下） （１９．５．１～１９．７．３１）

決 議
【建設・運輸・郵政・国土保全】 【 ８５】 【 ４】
○道路特定財源の確保等 ４９ ―
○道路整備の促進 １３ ―
○下水道整備の促進 ６ ―
○首都圏中央連絡自動車道の通行料値下げ ３ ―
○国道の早期整備 ３ ―
○その他 １１ ４
【労働・商工】 【 ７５】 【 ０】
○最低賃金の引き上げ ３６ ―
○公共工事の建設労働者の適正な労働条件 １２ ―
確保
○地域手当の県内格差支給の是正 ６ ―
○駐留軍関係離職者等臨時措置法の有効期 ６ ―
限延長
○ＪＲ不採用問題の早期解決 ５ ―
○労働法制の拡充 ４ ―
○その他 ６ ―
【警察・防災・消防】 【 ８】 【 １３】
○銃器対策の充実強化 ２ １
○「被災者生活再建支援法」の見直し ２ ―
○あらゆる暴力行為の根絶 １ ８
○飲酒運転の根絶 ― ４
○その他 ３ ―
【外交・防衛・国際関係】 【 ３４】 【 ８】
○自衛隊による国民監視活動の中止 ７ ―
○「非核日本宣言」を各国に通知 ７ １
○核兵器全面禁止・廃絶国際条約の締結促 ４ ―
進
○憲法第９条の戦争放棄・戦力の不保持の ３ ―
堅持
○クラスター爆弾禁止条約促進 ３ ―
○嘉手納基地内でのジェット燃料漏れ事故 ２ ２
に対する抗議
○その他 ８ ５
【社会・くらし】 【 １３６】 【 ０】
○年金問題の早期解決 ７２ ―
○原爆症認定基準の抜本的改善 １４ ―
○少子化克服への対策強化 ５ ―
○放送法等の一部を改正する法律案の慎重 ４ ―
審議
○民法の再婚禁止期間・嫡出推定期間等の ４ ―
早期改正
○生活保護の母子加算廃止の反対 ３ ―
○被爆者に対する援護の適正な推進 ３ ―
○障害者自立支援制度の見直し ３ ―
○介護保険制度の改正 ３ ―
○児童扶養手当の見直し ２ ―
○その他 ２３ ―
【その他】 【 ２】 【 １】
○国会議員の事務所費疑惑の徹底究明 ２ １
【合 計】 【 ３４０】 【 ２６】
【総合計】 【 ９８２】 【 ４０】
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